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一部を除き法人等の事業者につ
いての記載も無く、市と事業者
等の関係についても明確にされ
ていないので、今回の計画につ
いてはすべて市が独自に行うも
のと考えて良いか。

　本計画は、地域福祉関係者や障害福
祉サービス事業者、障害者関係団体等
を中心に構成する「藤枝市地域自立支
援協議会」において、その内容を検討
し策定しております。
　障害のある人のニーズにあった施策
を展開するためには、事業所を含めた
地域関係団体の協力が不可欠であるこ
とから、P９第1章「計画の概要」８-
(2)「市民や関係機関・団体との連携」
においてそれを明記し、市はそれら関
係団体等の相互の連携を図り、計画の
着実な推進にともに取り組んでまいり
ます。

既に盛り込み
済みの意見

2

計画の中で「市内法人の既存事
業所の活用」という言葉が出て
くるか、この中で「活用」とい
う言葉は、市と法人等が対等な
関係ではなく、市が上位者とし
て法人等を利用しようとしてい
るようにとらえられるが、どう
か。

　地域生活支援拠点の機能の充実にお
いて、市は「面的整備型」（居住支援
の機能を持つ事業所が連携し、地域の
障害者を支援する整備類型）を採用し
ます。
　来年度から本格的に始動する地域生
活支援拠点の体制において、障害のあ
る人を支える事業所の協力は不可欠で
ありますので、「活用」ではなく「協
力」という表現に改めます。

反映した意見

（５）その他（質問含む）　　　　　　 1

意見の反映状況一覧

№ 意見の内容 市の考え方 反映結果

（２）既に盛り込み済みの意見　　　　　　3

（３）今後の参考とする意見　　　　　 1

（４）反映できない意見　　　　　　　

（１）反映した意見　　　　　　　　　 3

様式３

　　　            　　　　　　　　　施策担当課→市民活動団体支援室

案件名 「第６期藤枝市障害福祉計画・第２期藤枝市障害児福祉計画」（案）

「第６期藤枝市障害福祉計画・第２期藤枝市障害児福祉計画」（案）に対し、ご意見をいただ
きありがとうございました。
提出された意見の内容（要約）及び意見に対する市の考え方は次のとおりです。

パブリックコメントの結果

（１）意見提出者の数　　　　　　　 1

（２）提出された意見の数　　　　　 8

意見の反映状況
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障害福祉人材の確保の項目に、
「基幹相談支援センターによる
専門性を高めるための研修の実
施」とあるが、基幹相談支援セ
ンターで行う研修は、相談支援
に関する研修に限定されている
ので、修正してほしい。

　Ｐ５(６)「障害福祉人材の確保」にお
いて、「基幹相談支援センターによる
相談支援の専門性を高めるための研修
の実施」と表記します。

反映した意見
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成果目標の中に移行者数の数値
目標があるが、この数値のとら
え方がわかりにくい。この数値
は、当該年度１年間の目標数値
であるのか、基準年からの通算
数値であるのか、よくわからな
い。
たとえば、「令和６年３月まで
に福祉施設から一般就労への移
行者を２３人以上とします。」
とあるが、年度内に２３人以上
を移行させるということか、通
算であるなら令和２年３月末時
点の移行者数１７人から２３人
ということで、４年間に６人だ
け移行するということか。明確
な記載方法にしてほしいがどう
か。

　Ｐ17(３)「福祉施設から一般就労へ
の移行等」においては、令和元年度実
績に対比して令和５年度（単年度）に
おける移行者数を表します。
　この「23人以上」は、就労移行支援
等（生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援）を通じて、単年度
における一般就労に移行する者の目標
値です。計画年度内の累積値と混同し
ないよう「※数値は単年度における移
行者数」と表記いたします。
　なお、障害福祉計画の進行管理は、
Ｐ９「８(3)計画の進行管理」の通り、
各年度において、PDCAサイクルシス
テムにより障害福祉サービス見込量の
達成状況の点検・評価を行い、その結
果に基づいて必要な対策等を施策に反
映します。

反映した意見
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計画の中に、「藤枝市地域自立
支援協議会」を設置するとある
が、市のHPを検索しても本協議
会の設置要綱が掲載されていな
いが、見つけられないだけなの
か、掲載していないのかどちら
か。

　今回のご意見を受けまして、市ホー
ムページに要綱を掲載いたしました。

その他
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実際に「藤枝市地域自立支援協
議会」を運営しているが、現在
は市の下部組織のように取り扱
われており、参加している法人
や事業所等の負担も大きく、協
力している法人等に対して、市
はどの様に考えているのか、計
画内では役割を記載されている
が、法人等の協力がなければ運
用できない状況についてどの様
に考えているのか。

　障害者総合支援法第89条の３で「協
議会の設置」が明記され、協議会にお
いて地域課題の共有や関係機関の連
携、地域の実情に応じた体制の整備を
協議するものとなっています。
　現在藤枝市地域自立支援協議会で
は、障害のある人や家族、障害者団体
等をはじめ、法人や事業所がともに参
画し、その課題や施策提案を協議して
います。
　上位計画である第５次藤の里障害者
プランの理念「笑顔で自分らしく暮ら
す共生社会の実現」を目指し、障害の
ある人が「自分らしく」暮らすことが
できるよう、障害のある人とその家族
とともに、その自立支援に必要な障害
福祉サービスやその支援に協議への参
画をいただき、引き続き各団体や事業
所等の協力をいただきながら、共生社
会の実現に向け取り組んでまいりま
す。

既に盛り込み
済みの意見



：

：jiritsu@city.fujieda.lg.jp

意志決定後の計画、策定案の内容

資料 「第６期藤枝市障害福祉計画・第２期藤枝市障害児福祉計画」（案）

意見公表場所
市ホームページ・自立支援課・市役所行政情報コーナー・各地区交流
センター・岡部支所・文化センター

担　　当　　課

藤枝市健康福祉部自立支援課障害者総合支援係（担当者　目崎・森　）

電話 054ｰ643ｰ3149　（内線4052）

電子メール

7

障害のある人の状況について、
市内に居住する障害者の実数
は、何人でしょうか。
計画内では障碍者手帳所持者数
しか記載が無いが、手帳を重複
して所持している方を考慮した
り、手帳を所持していない方の
把握はしているのでしょうか。
手帳がない障害者はどの様に把
握し、支援をするのでしょう
か。

　障害福祉計画は障害者総合支援法の
規定に基づき策定しておりますが、同
法第4条において、身体障害者、知的障
害者（18歳以上）、精神障害者（18歳
以上、発達障害者を含む）難病等対象
者を「障害者」と定義しております。
本計画では、この定義に則り、各障害
における手帳所持者数を障害者数とし
て捉えており、手帳を取得していない
方を含めた人数は把握しておりませ
ん。また、手帳を重複して所持してい
る方は、各手帳の所持者数に含まれ、
所持する手帳に応じた制度が適用され
ています。
　手帳を所持しない方につきまして
は、現状としては民生委員・児童委
員、自治会・町内会、高齢者支援機
関、保健・医療・教育機関など地域関
係団体から基幹相談支援センターや市
へ情報が寄せられる中で、それらの団
体の御協力をいただき、支援の可能
性、内容等について検討しておりま
す。
　今後も引き続き、支援を必要とする
方を把握し、サービスに結び付けるこ
とができるか検討してまいります。

今後の参考と
する意見
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藤枝市は、市内で福祉サービス
を担っているそれぞれの事業者
について、どの様に考えている
のか。どの様に支えているの
か、どうしたら継続して事業を
行ってもらえるのか等、市とし
ての市の実際の福祉サービスに
ついての基本的な考え方につい
て、記載がないのは、本当にい
かがなものかと考えるがどうで
しょうか。

　障害のある人がその人らしい暮らし
をし、ニーズにあった施策を展開する
ため、事業者を含めた地域関係団体の
協力が不可欠です。
　本計画は、藤枝市の障害のある方が
利用する市内外の事業所165事業所に
見込量調査の協力を得て、提供体制の
確保に係る目標（成果目標）と、サー
ビス種類毎の必要な量の見込（活動指
標）を算出しております。このデータ
を活用し、障害のある人の暮らしを支
える体制の確保を総合的かつ計画的に
図ってまいります。
　市の方策は、障害福祉の人材確保
（P5第1章「計画の概要」４「策定に
あたっての基本方針」（６）障害福祉
人材の確保）や、サービス見込量確保
のための方策（P22第4章「第6期障害
福祉計画　活動指標」）において示し
ております。
　また、基盤整備につきましては、基
盤整備計画（P49）により、市による
設置促進を含め、取り組んでまいりま
す。

既に盛り込み
済みの意見


